基盤研究（Ｂ）（一般）１
「欧州とアジアの境界線をめぐる紛争緩和と格差是正―和解と共同発展に向けて」
基盤研究（Ｂ）（一般）５
【１　研究目的、研究方法など（つづき）】

１　研究目的、研究方法など
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。
本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。
冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具体的かつ明確に記述すること。
本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。
	（概要）本研究「欧州とアジアの境界線をめぐる紛争緩和と格差是正―和解と共同発展に向けて」は、紛争地域の和解と共存・発展を巡るデータを可能な限り収集し、それがどのような状況の下で起こるかを比較政治的に検討し「境界の緊張・格差・排除」のメカニズムから分析する。それにより欧州・アジアの体制を超えた安定と発展の制度を構築し、問題解決の枠組みを提示する。紛争の危機を防ぐための対話と交流の制度化を複数のレベルで構築し、和解と安定、共存の制度化に繋げていく。現在境界地域で国家間対立が緊迫の度を増している中、紛争や格差の修復に向け、経済・学術面での地域協力や対立の修復に向けて対話の制度化を実現させることは、喫緊の課題である。

	(1)-1．本研究の学術的背景
図１は日本学術会議の大型研究マスタープラン「欧州とアジアにおける地域協働及び歴史的対立関係の修復に向けての総合的共同研究プロジェクト」である。本研究は、中でも欧州とアジアの境界で起こる紛争を安定させ発展を導くため、大学・国際機関・市民社会・若手研究者の連携により、紛争の根源を整理分析し、敵対国同士の連携により、安定と発展の制度化を実現しようとする。EU･ASEANには優れた制度化の蓄積があるが､東アジアでは制度構築が十分ではない点に着目し、経済・学術・社会交流のネットワーク構築により、理論化と実践的定着を図ろうとするものである。
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(1)-2．研究課題の核心をなす学術的問い　　　本研究は、欧州とアジアの紛争危機がいかなる状況の下で起こるかを、次頁図2の｢3層の境界線-物理的境界(移民､国境対立)､社会的境界(格差､マイノリティ)､心理的境界(ゼノフォビア､差別)｣で示す。3層の境界線分析から、対立と紛争をいかに安定と発展の場に変えるかという制度構築の過程を検討する。これら問題群に関しては、科研基盤A「国際政治に見る欧州と東アジアの地域統合の比較研究」(羽場）や、「ASEAN社会文化協同体に向けて」（首藤）、「凍結された紛争」（廣瀬）等により研究を進めてきた。紛争当事国と対立国との対話と問題解決の制度化こそ、地域の安定と発展に貢献するとガルトゥンクも強調している。

(2). 本研究の目的および学術的独自性、創造性
◆1.目的　　　本研究では①欧州とアジアの紛争緩和の政策や研究の整理により学術協力の基盤を形成し、②海外の国際政治経済研究者と研究ネットワークを構築し、③紛争・対立の問題解決と安定・発展の制度化を、紛争の経験を持つ国の大学間交流を基礎に理論的・制度的に構築する。それにより紛争の暴発を防いで安定と発展を築き､若手研究者との共同で恒常化に繋げようとする。
◆2. 本研究の学術的独自性、創造性
図2. ｢3層の境界線」を巡る対立と紛争：対話・安定・発展の制度化
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本研究の独自性・創造性は、図2の「3層の境界線」―１物理的境界、2社会経済的境界、3階層・心理的境界の、対立・格差・排除をいかに地域の共同と包摂に変えていくかのメカニズムを各々の事例と相互連関から検証し、現実の制度構築を試みることである。その際、上記１は、羽場・高原・廣瀬が研究するEU・アジアの紛争から安定と繁栄のメカニズム構築、２は、溝端・首藤・羽場が研究する格差の是正と発展に向けての社会経済再編、３は、劉・首藤・羽場が研究する階層・心理における異質者の排除から包摂へのメカニズム構築を、海外の共同研究者と紛争緩和の成果を共有し、対立を共同へと転化するメカニズムを実証し理論化する。21世紀の20年間で米欧からアジアへの経済・IT・軍事面でのパワー転換が進行する中、グレアム・アリソンが「トゥキディデスの罠」と呼ぶ対立と紛争の危機が、力の境界線で起こりつつある。近年の外交・安全保障や地域協力研究の蓄積を基礎に、いかに現実の紛争を凍結し安定と発展に繋げていくかを実践化する。
重要な点は、1)欧州･アジアの紛争緩和メカニズムの共通性･違いや限界を明らかにし安定と繁栄の再編・制度化を分析整理する、2)紛争･戦争に関するEU･ASEANのガバナンスの共通性と差異から学び、緊張を「交流と対話の制度化」により沈静・定着させ、安定と繁栄を継続する、3)欧州（独仏ポーランド）と東アジア（日中韓台湾）･ASEANの紛争と和解の過程を、失敗例も含め共同研究を進め、市民とも連携する、４)欧州とアジアの大学間共同（エラスムスや大学間協力）の研究ネットワークを強化し安定と発展の制度化を大学シンクタンクレベルから理論化・政策化することで、上記3層の対立を緩和・解決することである。

政府レベルでの対立国との安定・発展の制度化の実現は時間を要する。しかし社会・大学間交流を基礎とし、具体的な独仏ポ和解やASEANの紛争緩和の困難性にも学び、紛争地域における研究交流と対話の継続により、対立の制度化を理論化し、大学・社会・企業等の協力で5年間の共同研究により安定と繁栄の基礎を構築することは可能と思われる。紛争緩和と安定発展の事例を踏まえ、限界を克服し、EU・ASEANに学び東アジアでも対話と繁栄の制度化を試みる。特に紛争対立地域の経済・学術協力関係を基礎に、対立の原因分析と対話と発展の制度化にむけて、持続可能な対話と経済発展の制度化を対立国間で調整・保証していくことが重要となる。　
戦後欧州、ASEAN、現代の東アジア等、境界に紛争対立を抱える地域と共同研究を行い、対立から安定・発展のシステムを制度化する理論と実践を、大学・企業間で構築し恒常化する。「3層の境界線」を巡る、外交・経済・階層間の紛争と対立の実態分析を、領土問題、市民抑圧、社会的排除の克服に応用し、理論的精緻化と実践的解決の方策を理論化・定着させ、次世代に引き継ぐ。
(3)．何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか。(具体化、明確化)
本研究では、1）EU･ASEANのガバナンスの整理と蓄積、2）安定と繁栄の制度化、３）国内海外研究機関とのネットワーク構築と問題解決の提言を行い、現実の紛争を防ぐメカニズムの定着を図る。　◆1.＜海外連携＞に関しては、EUのアジア研究センター、パリ大学国際関係史研究所、ハーバード大学国際問題研究所、中国社会科学院・外交学院・南京大学、ASEAN各国の国際問題研究所との連携により、実践的・理論的な欧州とアジアの対立と紛争を克服する問題解決を米欧亜の外交・経済・学術レベルの紛争緩和の仕方に学び、安定と繁栄の制度化のメカニズムを構築する。加えて各国・各大学の若手研究者とも積極的に研究協働してもらうことで、研究の継続的発展を図り、優れた論文・書籍の発表、国際学会報告、国際学会誌投稿で、次世代育成に寄与する。
◆2.＜研究方法＞としては、21世紀21年間の研究成果や2021年に準備作業として行った資料収集や国際会議を基礎に、国内海外の共同により紛争緩和に向けての安定と発展の制度化を実現する。1年目は、先行研究の整理と、物理的境界の紛争実態分析の二つを並行して実行する。欧州･アジアの紛争・対立データを基礎に、物理的境界を巡る紛争勃発と解決に向け海外国内の共同研究者と先行研究蒐集・調査・ワークショップを積み重ね、紛争緩和と安定・発展の方策を整理・理論化する。２年目･3年目は、社会経済的境界・階層心理的境界における格差や移民難民流入に対する対立と憎悪拡大の原因と問題解決のメカニズムを分析、海外との共同研究を基礎に、問題解決と平和の定着の議論を深める。若手研究者を共同研究に巻き込み、持続性の基礎とする。4・5年目は、制度化・理論化を定着させ信頼醸成を図るための研究会を重ね成果を公表する。対立国間の討議を深め、国際会議の開催と研究成果刊行、海外普及を実現する。若手研究者育成、国際ネットワーク構築と定着に努め、実証研究と理論化により、政策提言・制度構築を目指す。
◆3.＜研究計画＞は、表1に示すように4段階で研究体制を企画する。1と2は前倒しで同時に行う。１）総合・理論化―先行研究整理と総合、2）物理的境界（紛争と対立）、社会経済的境界（格差と不平等）、階層・心理的境界(差別と排除)の実態と問題点を踏まえ、３）対立国の大学間共同により問題解決の方向性を探り、実際の紛争への政策提言、共同の試み、4）総括―国際会議、省庁企業との連携による制度化を実践する。最後は、国際会議、海外共同、学術研究出版を目指す。計画と目標を設定、総合・理論化を行い、共同ワークショップを開催し、現場に応用し、成果を定着させる。 


表1.  5年間の研究計画：作業内容、分担者と海外共同者
	　
	1． 総合・理論化―
紛争の先行研究分析
	2.　物理的境界―
紛争と安定・繁栄の制度化
	3． 社会経済的、心理的境界―
格差・不平等の是正と包摂
	4．総括 ―安定と繁栄の
制度化、持続可能化

	研究
	・境界線の紛争と排除に関する欧州アジアの先行研究整理、データベース化
	・物理的境界線をめぐる紛争。EUとロシア、日米・中国、朝鮮半島の制度構築の試み
	・域内・国内格差、歴史的対立、ゼノフォビアと排除のメカニズム解明。格差と不平等の実態分析
	・研究の統合と理論構築、
制度化の構築と継続。安全
保障を巡る対立修復総括

	担当
	溝端佐登史、羽場久美子
	高原明生･廣瀬陽子･首藤もと子　
	溝端佐登史・劉　傑
	羽場久美子・溝端佐登史

	
	高原明生・協力山本吉宣
	劉　傑・羽場久美子
	首藤もと子・協力 貴志俊彦
	高原明生・首藤もと子・廣瀬陽子

	
	EU/日中韓の若手共同
	EU/日中韓の若手育成
	EU/日中韓/ASEANの若手育成
	EU/日中韓/ASEANの若手共同

	海外共同
	Joseph Nye, Harvard Univ.
	F. Cameron、EU Asian Center
	M.M.L.Crepaz, Univ. of Georgia
	F.Cameron, EU Asian Center

	
	R.Frank、Univ. of Paris
	H.Tertrait, Paris Univ.
	M.Mann, UCLA, Sociology
	R. Frank, Univ. of Paris

	
	K.Piromya, Thailand
	V.Larin,Russia, Academy
	孫江, 南京大学歴史学部
	李成日, 中国社会科学院

	
	J. Ikenberry, Princeton U.
	Su Hao, 中国外交学院
	M. Wieviorka, EHESS, France
	朴喆熙、ソウル大学


◆4.＜研究計画を遂行するための研究体制＞（海外組織との共同と､制度化実現､若手育成）
本研究では､欧州とアジアの紛争と安全保障の制度化にむけ､１）まず紛争地を含む研究データ蓄積と共同により、物理的、社会的、心理的対立の根源を探り、対立者間の対話により実践的解決の糸口を探り、総合化・理論化・定着と実践を相互に、継続的に行う。（表2参照）
1)2022年度(1年目)：｢総合と理論化｣､｢物理的境界：紛争｣では、溝端・羽場・高原・首藤・廣瀬により紛争・安全の研究の整理と総合を図る。『ヨーロッパの分断と統合』「越境労働をめぐるASEANの地域ガバナンス」『東アジア、和解への道―歴史問題から地域安全保障へ』等の成果を基礎に、欧州・アジアの紛争対立と解決の方策を検討し、安定と発展の制度化を図る。①境界線の軋轢、移民・難民、②国家内のテロと格差貧困、③差別と排除から共存の論理について比較分析と理論化を試みる。京大の「紛争研究100年のデータベース」(貴志)の共有や紛争緩和の事例の総合的理論化により、東アジアの安定と発展の応用を試みる。EUアジア研究センターF.Cameron, パリ大学R.Frank, ハーバード大学 J.Nye,　タイのK.Piromya、プリンストン大学J.Ikenberryら海外共同者とも成果と問題点を共有し、紛争緩和と安定・発展の制度化に向け、研究の理論化を行う。小研究会を重ね、問題点の整理を精緻化する。「物理的境界：紛争」に関しては、海外調査研究を行う。特に境界線領域の紛争分析として、EUとロシア・ウクライナ、未承認国家、日中韓、朝鮮半島の事例研究と制度構築の試みを、羽場・廣瀬・劉で行い、ロシアアカデミーLarin,中国外交学院Su Haoら、国際関係・外交研究者と連携しOSCEや6者協議の意義と援用につき検討分析する。若手・院生を海外調査に随行し、海外共同研究の持続化に役立てる。海外研究機関と紛争緩和の制度構築を図る 。
2)2023､24年度(2､3年目):｢社会経済的境界:格差｣､｢階層・心理的境界:差別｣では、社会的格差・不平等の実態に関し、溝端・高原・劉・羽場、協力貴志（京大）により情報を収集・分析・検討し、格差不平等と是正のメカニズムについての理論化を図る。その際、移民と社会保障・境界線に関するCrepazの研究、差異と排除に関するWieｖorka『差異』の研究、民主主義の排除と包摂に関するMannの研究、南京事件を研究する孫江らの協力により、格差・失業問題、中産層の没落と福祉ナショナリズム、市民の間に広まる不安感、頭脳移民の増大が、受け入れ社会の基盤を根底から揺さぶり、市民社会において「ゼノフォビア」（外国人嫌い）を生み出す状況とそこからの打開について、実証的・理論的な研究成果に基づき、具体的な問題解決を抽出し、実践する。

3)2025､26年度（4､5年目):「総括」―制度化と定着　4、5年目は2年をかけ、溝端・高原・劉・廣瀬・首藤・羽場が総合的に、研究蓄積と成果を統合し、制度化の実践と失敗を踏まえ構築と定着・継続を図る。５年目には国際共同を基礎に、英文を含む成果の刊行出版を行う。また電子書籍化してアップロードし、研究成果を、対立国間を含め共有・定着させる。海外連携は、EUアジアセンターCameron,  中国社会科学院､李成日,台湾国立大学､Hungdah Su, ソウル大学､朴喆熙らとの共同研究を定着・発展させ、若手研究者の参加により、制度を定着させ恒常化する。
表2.  5年間の海外・国内共同研究課題と進行プログラム
	＜2022年度＞1年目
	＜2023年度＞ 2年目

＜2024年度＞ 3年目
	＜2025年度＞  4年目

＜2026年度＞　5年目

	統合・理論化
	物理的境界：紛争
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全体のまとめとして、4，5年目は、次のことがつつがなく行われているかどうかをチェックする。　　　　　　①先行研究の整理と共同研究の共同化、②紛争研究分析の構築と現地調査の活字化。③紛争の双方の側の客観的データ収集。総合分析による解決の制度化を提言。④総合化・理論化と定着、⑤海外協働、ネットワーク構築、紛争緩和の制度の恒常化、若手研究者育成と定着に力を尽くす。　◆5.＜最終年の総括と定着、課題終了後の継続性＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）国際会議等での報告、ワークショップにおける各国研究者との共同成果報告と書籍刊行　　　　　　　　　　　　重要なことは価値を収斂させず、価値や真理の多様性を認め、安定と繁栄を図り、違いを重視する中で安定の制度化に寄与することである。IPSA(世界政治学会)、ISA(世界国際関係学会)、AAS(世界アジア研究学会)、ASEEES(アメリカスラブ東欧学会)、アジア太平洋EU学会、エラスムスなど海外国際学会や研究機関と共同し、世界の研究者と成果報告を共有し若手研究者を共同で育成する。研究成果を蓄積し共有することで、国際的な場でのネットワーク形成への貢献を目指す。若手協力者については、報告後は可能な限り国内外の学会誌に投稿し、研究成果の国際発信に努力する。２）研究成果の刊行　現在日本は欧米のみならずアジア各国の先進大学よりも国際化において遅れを取っている現状がある。特に私立大学の国際化の遅れが顕著である。海外共同と英文による研究成果発信により海外と日本の研究交流やアクセスを容易にするとともに、相互交流・共同研究を継続し定着することに力点を置く。学会誌への論文投稿に加え、英文Proceedingsの刊行、オンライン化により、日本の紛争研究・安全保障研究・地域統合研究の質を高め、発展、定着させる。　　　◆6.＜研究分担者との連絡調整、研究協働の状況＞(準備状況含む)　　　　　　　　　　　、　　　溝端・首藤・高原・廣瀬・劉氏は、それぞれの分野における第一人者の研究者たちであり、これまでも国際政治経済における比較研究や共同研究を行い、大きな成果を上げてきた。　　　　　　　
京都大学の溝端氏によるポスト社会主義の体制転換期における欧州のトランジション経済と格差問題解決の研究は、旧ソ連・東欧においても高く評価され､多くの英文論文・書籍を刊行してきた。　　東京大学の高原氏は、日本における中国研究の第一人者であり冷静で緻密な外交分析を旨とする。早稲田大学の劉氏は、日本と中国を結ぶ中国政治、中国外交研究を推進し「和解と発展」研究をアジア諸国の研究者と共に推進している。筑波大学の首藤氏はASEAN研究の緻密な実証分析による紛争調整と共同ガバナンス研究を行い、アジア諸国のガバナンスの成果・問題点と是正に貴重なモデルを提供する。慶應義塾大学の廣瀬氏は境界線紛争研究の若手第一人者として、ロシア・中国・中央アジアの境界線の紛争・諸問題をハイブリッド戦争も含めて検討してきている。
共同研究者として、新潟県立大学の山本吉宣氏には安全保障の理論化、京都大学の貴志俊彦氏にはアジア100年の紛争史研究の緻密な蒐集と分析に多くを学ばせていただいた。優れた国内外の研究者との協働により、紛争の安定と発展の制度化という困難かつ緊急の課題に、学術的に切り込むことが可能となった。研究分担者・国内外の研究者の継続的協働に深謝する。　　　　　　　　　◆7.＜研究成果を社会・国民・海外に発信する＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紛争・対立・格差をめぐる世界第一線の研究者、日本学術会議及び若手研究者、さらに民間シンクタンク等との研究協働により、市民に開かれた国際会議を開催し、メディアとも連携し広く国民にも周知する。それにより整備が遅れているとされる東アジアの制度化を定着させ成果を社会に発信する。学術雑誌・和英の書籍・論文で世界に発信し、欧州とアジアの境界の安定化に寄与する共同研究とする。
２　応募者の研究遂行能力及び研究環境
応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。
「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。
（1） これまでの研究活動
各々の具体的研究については、Research mapを参照のこと。以下、主要な研究担当領域を記す。
１）羽場はこの間、欧州とアジアの境界線をめぐる紛争、民族・地域格差、多国間協議の相克や、EUの安全保障の共同研究を行い、著書や論文を上梓してきた。２）溝端氏は、ロシア多国籍企業の組織・戦略に関する実証研究やグローバル化と格差の問題について検討してきた。３）首藤氏は、ASEANの紛争調整とガバナンス研究により紛争地域の共同と統治の比較研究に重要なモデルを提示し研究を進めてきた。４）高原・劉氏も中国の一帯一路戦略と近隣諸国との対立と紛争緩和・和解と発展の分析と中国との共同研究に、非常に高い実績を上げている。５）廣瀬氏は境界線地域の紛争緩和と安定を国際的視野で考える若手の第一人者であり優れた研究を上梓している。いずれも欧州とアジアの紛争・格差の緩和と制度化に関し重要な成果を上げ、優れた共同研究集団である。
１．羽場久美子(神奈川大学、グローバル国際関係研究所)＜科研代表者として＞　　
1）基盤研究（A）「国際政治に見る欧州と東アジアの地域統合の比較研究―規範、安全保障、国境、人の移動」H20-24年度.3220万円、成果：論文24本、書籍8冊。『ヨーロッパの分断と統合』中央公論新社､2016．『アジアの地域統合を考える』『アジアの地域協力』、明石書店、2017-18.　
『移民・難民・マイノリティ』彩流社、2021.Brexit and After: EUSA Asia Pacific, Springer, 2021.　
2）基盤研究（B）「拡大EUの境界線をめぐる民族・地域格差とヨーロッパの安全保障（アメリカの影響）」、H17-19年度、320万円、成果：論文14本、書籍9冊。『拡大ヨーロッパの挑戦』中央公論新社、2004.『ヨーロッパの東方拡大』岩波書店、2006）青山学院大学総合研究所助成金、「ヨーロッパとアジアの地域統合の比較研究—境界、社会保障、和解」H20-24年度（700万円､出版助成金250万円）

＜科研分担者として＞　　
１）大芝亮、基盤研究（B）「多国間主義の相克—平和活動における国連とEU」､H22-24年度、1080万円、成果：『衝突と和解のヨーロッパ』山内進・大芝亮編、ミネルヴァ書房、2006.　　
２）渡邊啓貴、基盤研究（A）「米欧同盟におけるEUの『人間の安全保障ドクトリン』の意義」H17-19.1910万.「ヨーロッパの危険地帯」『安全保障・戦略文化の比較研究』国際政治、2012．189-222.
２．溝端佐登史（京都大学）＜科研代表者として＞　　
1）基盤研究（C）「ロシア多国籍企業の組織・戦略に関する実証研究」、H22-26年度、計320万円。課題名：成果→Social Confusion and Corruption: Investigating the Causes and Effects of a Breakdown of Ethics, IER Discussion Paper Series   (A690) 1-38   2019年3月. 
2)溝端佐登史「ロシアから見た体制転換と国家浸透経済」池本修一編著『体制転換における国家と市場の相克―ロシア・中国・中欧』日本評論社，2021，pp.47-79. 
３．首藤もと子氏（筑波大学名誉教授）  

1)首藤もと子「ASEAN社会文化共同体に向けて-現況と課題]『国際問題』 2015年11月号 No.646。 2)首藤もと子「ASEANと国連―補完的関係の進展と地域ガバナンスの課題」大矢根聡他編『グローバル・ガバナンス学』第２巻、法律文化社、2017年, 132-152.  ４）首藤もと子「越境労働をめぐるASEANの地域ガバナンス―制度化の動向と課題」　明石純一編『越境労働とディアスポラ政策―人の国際移動をめぐる送出国の思惑と戦略』 2022年刊行予定. 
3)基盤研究(B)「人の国際移動をめぐるリージョナルガバナンスの国際比較実証分析」（17H04543 研究代表者：明石純一筑波大学准教授）　平成29年度～令和2年度
４．高原明生(東京大学)
１） 高原明生「中国の一帯一路構想」、川島真・遠藤貢・高原明生・松田康博編『中国の外交戦略と世界秩序――理念・政策・現地の視線』昭和堂、2020年1月、15－24頁。

２） 大庭三枝・高原明生「第6章　冷戦後期から世紀末の国際関係」、田中明彦・川島真編『20世紀の東アジア史　Ⅰ　国際関係史概論』東京大学出版会、2020年、 195－243頁。
３）「習近平政権の外交と日米中関係」『東アジア　和解への道――歴史問題から地域安全保障へ』、岩波書店、123-138頁、2016年9月
５．劉傑（早稲田大学）
１）劉傑「中国的崛起与中日关系的演变」林泉忠、村田雄二郎共編『中日国力消長與東亜秩序重構』五南図書出版、pp427-451, 2021年2月
２）Liu jie(劉傑)　The History Problem and Sino-Japanese Relations in the Context of the Rise of China, New Perspectives on International Studies in Asia-Pacific, Waseda Univ Press. 6-31,2021.

3) 劉傑「“和解学”に貢献する“新たな歴史学”を目指して」浅野豊美編『和解学叢書第一巻　和解学の試み』明石書店、pp70-100、2021年。
６．廣瀬陽子（慶應義塾大学）＜研究代表者として＞
１）基盤研究(C)「凍結された紛争：その予防と積極的平和の模索」､H27-31年度、380万円
２）国際共同研究加速基金(国際共同研究強化) 「ポストウェストファリア体制の国家像の模索：欧州辺境の未承認国家の比較研究から」H28-30年度、1200万円
３）廣瀬陽子『ハイブリッド戦争　ロシアの新しい国家戦略』講談社現代新書、2021年。
(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）
上記からも明らかなのように、本研究は、溝端氏･京都大学経済研究所（協力:東南アジア地域研究研究所）､高原氏･東京大学大学院､首藤氏･筑波大学、劉氏･早稲田大学、廣瀬氏･慶應義塾大学、羽場･神奈川大学（青山学院大学名誉教授）など、紛争緩和や平和構築、格差の是正やガバナンス研究、国内海外との連携構築に関し、最高水準の研究蓄積を持ったスタッフ、研究機関、若手研究者･院生の共同からなり、紛争緩和の制度化を行うには最高の研究分担者と連携できている。各大学では紛争・平和研究、体制転換と格差是正研究に関し、優れた研究蓄積と海外との研究連携がある。それを基礎に、優れた内外の研究者・研究機関と連携し、紛争緩和と安定･発展の制度化に貢献しうる研究を恒常的に推進・定着する。
また海外連携でも紛争緩和・平和構築・格差是正に関し重要な蓄積を持つ、ISA(世界国際関係学会)Asia Pacific、欧州委員会（EU）、ハーバード大学、パリ大学、中国社会科学院・外交学院、ソウル大学等と連携して学術共同・紛争緩和・格差是正、安定と発展の制度構築をオンラインを活用しての相互熟議により交流･検討し、ワークショップや国際会議を開く。
不安定化する世界情勢の中で21世紀のグローバル世界を安定と繁栄に導くための課題達成にふさわしい設備・スタッフがそろう諸大学と連携し､EU･ASEANの歴史的教訓､境界線や緩衝地域の紛争緩和政策に学び、東アジアでも安全と発展の制度化を実現するため､学術ネットワーク構築による共同研究を遂行する。対立地域の和解と共同を学術レベルから促進し、企業シンクタンク・メディアと連携し、若手研究者を共同で育成して、紛争地域の安定による発展と繁栄の恒常化に貢献すべく、「3層の境界線」の対立と格差を超えた和解と共存の制度化に力を尽くす所存である。
３　人権の保護及び法令等の遵守への対応（公募要領４頁参照）
本研究を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など指針・法令等（国際共同研究を行う国・地域の指針・法令等を含む）に基づく手続が必要な研究が含まれている場合、講じる対策と措置を、１頁以内で記述すること。
個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査・行動調査（個人履歴・映像を含む）、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、遺伝子組換え実験、動物実験など、研究機関内外の倫理委員会等における承認手続が必要となる調査・研究・実験などが対象となります。
該当しない場合には、その旨記述すること。
基本的には実証研究・理論研究を行い、英文も含めて共同研究の成果を出していくことが中心になるため、実際に紛争地域でのインタビューや聞き取り、オーラルヒストリーなどを行う研究に携わることは、必ずしも今回の共同研究のうち中心を占めてはいない。
しかし実際に、紛争地域の問題解決に向けてのインタビューや聞き取り調査などを行うことがある場合には、相手の同意に配慮し、人権の保護に抵触しないよう、くれぐれも気を付けながら研究協力を願うようにする。また安全対策に対する取り組みについて、十分配慮する。さらに必要に応じて、所属大学の研究倫理規程に則り、申請承認を得ながら研究を遂行していく。
Officialなデータだけでなく、移民・難民を経験した人々や、歴史的差別や戦争被害者への聞き取りやインタビューなどを行う場合には、最大限の配慮を持って人権保護、法令遵守を行う。また彼らが特定されないよう、生活が妨げられないよう、共同研究者相互にチェックし、配慮を心がけていくよう研究代表、研究分担者、若手研究者共に、人権保護と法令等の遵守の徹底を行っていく所存である。
４　研究計画最終年度前年度応募を行う場合の記述事項（該当者は必ず記述すること（公募要領２６頁参照））
本研究の研究代表者が行っている、令和４(2022)年度が最終年度に当たる継続研究課題の当初研究計画、その研究によって得られた新たな知見等の研究成果を記述するとともに、当該研究の進展を踏まえ、本研究を前年度応募する理由（研究の展開状況、経費の必要性等）を１頁以内で記述すること。
該当しない場合は記述欄を削除することなく、空欄のまま提出すること。
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